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第１章 事業の構成機関・構成員 

1-1. 構成員 

（１） 教育機関 

名称 役割等 都道府県名 

１ 専門学校 YIC グループ 

学校法人 YIC 学院 経営戦略課 

YIC 情報ビジネス専門学校 

 情報ビジネス科（認定課程） 

◎実施推進委員 

◎プログラム開発委員 

調査・連携委員 

事務局 

山口県 

２ 学校法人 YIC 学院 法人事務課 

 文科省事務局 

実施推進委員 

調査・連携委員 

プログラム開発委員 

◎事務局 

山口県 

３ 学校法人 YIC 学院  

 社会事業部門 

 キャリアサポート室 

実施推進委員 

◎調査・連携委員 

プログラム開発委員 

山口県 

４ 学校法人 YIC 学院  

 IT 統括室 

 内部監査・IR 戦略室 

プログラム開発委員 山口県 

５ 学校法人 YIC 学院（京都） 

 理事 

実施推進委員 京都府 

６ 山口大学大学院技術経営研究科 プログラム開発委員 山口県 

７ 福岡大学人文学部 実施推進委員 福岡県 

８ 大分大学 IR センター 調査・連携委員 大分県 

９ 広島女学院大学 プログラム開発委員 広島県 

10 山口県立山口松風館高等学校（通信制） プログラム開発委員 山口県 

 

（２）企業・団体 

名称 役割等 都道府県名 

１ 山口県情報産業協会 実施推進委員 山口県 

２ 山口商工会議所 実施推進委員 山口県 
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３ 株式会社進研アド 調査・連携委員会 大阪府 

４ 株式会社フォリウム 調査・連携委員会 山口県 

（東京都） 

５ 一般社団法人日本産業カウンセラー 

協会中国支部 

プログラム開発委員 岡山県 

 

（３）行政機関・その他 

名称 役割等 都道府県名 

１ 山口県教育委員会 高校教育課 実施推進委員 

調査・連携委員 

山口県 

２ 山口県産業労働部企業立地推進課 調査・連携委員 山口県 

 

1-2 事業の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施推進委員会  ３回委員会（10・12・2 月） 

・YIC 学院、YIC 情報ビジネス、YIC 京都 

・行政機関（山口県、山口商工会議所、情報産業協会） 

・学識協力者（福岡大学、大分大学） 

プログラム開発委員会 

３回委員会 

（10・12・２月） 

・YIC 情報ビジネス 

・企業（産業カウンセラー協会） 

・学識協力者（山口大学大学院、

広島女学院、山口県松風館高等

学校） 

調査・連携委員会 

３回委員会 

（10・12・２月） 

・YIC 情報ビジネス 

・企業（進研アド、フォリウム） 

・行政（山口県、教育庁） 
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1-3 各委員の役割 

〇教育機関 

機関名 具体的な役割 

専門学校 YIC グループ 経営戦略課 

YIC 情報ビジネス専門学校 

 情報ビジネス科（認定課程） 

 社会事業部門 法人事務課 事務局 

・全体統括管理運営（予算・進捗、 

 目標と成果の調整、各委員会連携、 

 運営等）、事務局 

・調査、実証講座実施、プログラム開発 

学校法人 YIC 学院（京都） ・情報共有、調査・実証への連携 

以下、教育機関所属学識者 

山口大学大学院技術経営研究科 ・プログラム開発についての助言 

福岡大学人文学部 ・調査、開発、実証への助言 

大分大学 IR センター ・調査、エビデンスの分析活用についての助

言 

広島女学院大学 ・プログラム開発についての助言 

 

〇企業・団体 

機関名 具体的な役割 

山口県情報産業協会 ・各企業への情報提供、調査協力 

山口商工会議所 ・各企業への情報提供、調査協力 

株式会社進研アド ・情報共有、普及への連携 

株式会社フォリウム ・調査・実証の連携 

一般社団法人日本産業カウンセラー 

協会中国支部 

・プログラム開発についての助言 
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〇行政機関・その他 

機関名 具体的な役割 

山口県教育委員会 高校教育課 ・調査連携の協力・情報共有 

山口県産業労働部企業立地推進課 ・調査・連携についての助言 
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第２章 事業の内容 

2-1 事業の趣旨・目的 

現在、地域産業における人材の空洞化や生活サービスの維持困難といった課題が顕在化しており、地域に

根差した教育機関がその受け皿として果たすべき役割は大きくなっている。特に、通信制高校など多様な背景を

持つ若者に対して、接続性の高い進学ルートと職業的自立につながる実践的な学びの場を提供することが急務

である。  

 本事業は、通信制高校との連携を基盤に、入学前からのキャリア教育、在学中の柔軟なプログラム設計（オ

ンライン学習・コース選択制・企業連携型の導入）、AI や ICT を活用したデジタルリテラシー育成、地域企業（拠

点施設含）との協働を通じた連携授業などを展開し、「県内初の AI×データサイエンスを導入したクロスオーバ

ー型新コース」を目指すとともに、「地域に選ばれる専修学校」づくりを推進するものである。また、卒業後のキャ

リア定着や地域貢献までを見据えた“育成・伴走・定着”の一体型支援体制を構築し、若年層の社会的移動の促

進と地域産業の人材確保・活性化に資する教育モデルの構築を目指す。 

『地域密着型人材育成モデルの方針』 

・地域からの若者流出を防ぎ、地域に“選ばれる専修学校”を創出する 

・学びの多様化とキャリア支援の一体化 

・地域社会に貢献する職業人材の育成 

・2 年間の枠にとらわれない、継続的な育成モデルの構築。 

 

2-2 当該モデルが必要な背景について 

１．社会的背景（今後の変化） 

（１）少子化による若年人口の急減 

・国立社会保障・人口問題研究所によれば、20 歳人口は現在の約 110 万人から 2040 年には約 75 万人へと

減少している 

・地方圏では都市部以上のペースで減少し、高卒後の進学対象者自体が大幅に減少する 

（２）地域産業の“担い手”不足と生活インフラの空洞化 

・医療・福祉・観光・小売・IT 支援など、地域生活に直結する産業で人材の確保が困難 

になる 
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・公共サービス・民間サービスともに「地域で暮らせない」問題が進行中である 

（３）通信制高校生・非典型進学層の増加 

・通信制高校生は年間約 21 万人（2023 年）に増加（10 年前から 1.5 倍）し、多様な学び・働き方を求める層が

拡大している 

・経済的事情・心身の事情から「遠方進学は難しいが、専門的な学びをしたい」層が増えている 

 （「非典型進学層」とは、全日制高校から大学へ進学するという“典型的な進学ルート”ではなく、例えば通信

制高校から、専門学校・短大・大学に進学する人や、いったん就職・離職を経験した後に学び直しをする人

など、多様な経歴・背景を持つ進学者層の事） 

（４）山口県の通信制高校の状況 

・公立通信制高校 1 校（山口県立山口松風館高校）、私立通信制高校 6 校（精華学園高校、松陰高校、以上

広域制、誠英高校、聖光高校、成進高校、長門高校 以上狭域制）が開設。公立通信制高校に約 1080 人、

私立通信制高校に約 5440 人の生徒が在籍（2024 年度） 23 年度に比べると公立校は約 8％、私立校は約

20％生徒数が増加。25 年 4 月萩市に萩明倫館高校（広域制）が開校。 

（５）山口県内地域企業のニーズ分析 

・山口県が実施した「第 3 期県立高校将来構想」や YIC 学院が文科省事業で実施した「観光・サービス業の

DX 人材ニーズアンケート」から地域企業の求める人材像は「基本的な対人力 × デジタルスキル × 地域

課題への関心」という３つが主要な資質と考えることが出来る。デジタルスキル・地域課題への関心について

は、通信制高校出身者のスキルとも合致することが多い。例えば通信制高校出身者は、オンライン学習や自

己管理型の学習スタイルに慣れており、動画編集や SNS 活用、e スポーツといったデジタル分野に高い関心

を持つ傾向がある。これらは、地域企業が求めるニーズと親和性が高く、実践的なスキルとして即戦力になり

得る点で合致している。 

２．変化を踏まえた人材育成 

（１）地域社会を「支える・創る」中核人材 

・地元の福祉・保育・IT・観光などの生活サービス領域で即戦力・準即戦力となる人材 

・高齢者支援、子育て、移動支援、地域づくり、デジタル化推進など、地域のリアルな課題に関われる若者 

（２）デジタルを活用し、変化に対応できる職業人 

・AI、ICT、SNS、動画、ドローンなどを活用して「仕事のやり方を変革できる」人材 

  ・決められた業務をこなすだけでなく、課題を見つけ、提案し、形にする力を持った若者 

（３）地域と“関係性を築ける”人 
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  ・就労者ではなく、「地域の担い手」・「若き地域プレイヤー」として活動できること 

  ・年齢・立場を越えて、協働・対話ができる力を備えた人材 

３．YIC 学院の方策 

以下の 3 点を具体的に実行できるように開発を目指す。 

（１）専門教育と地域実践を結びつける地域定着型連携プログラム  

例）ドローン×農業、e スポーツ×商店街 PR、AI×地域医療支援など 

・学生が「地域の課題」と「専門スキル」を結びつけ、自ら課題解決に取り組む実践学習 

を推進 

（２）デジタル・AI 教育の基盤整備と資格体系 

・IT パスポート、D S（データサイエンス）リテラシーレベル、G 検定、生成 AI パスポート等、デジタルリテラシー

育成 

・デジタルバッジ制度を活用した、可視化・段階化されたスキル育成と習得証明（単位認定） 

（３）入学前〜卒業後までの一貫した“キャリア育成支援モデル” 

～AI カウンセラーを活用した相談の導入、キャリア形成アドバイザー設置～ 

・入学前：通信制高校等との LMS 連携・キャリア教育・体験授業 

・在学中：柔軟なプログラム選択（マイプロジェクト形式）・個別伴走支援 

・卒業後：就職支援・U ターン相談・起業支援・編入支援・卒業生ネットワークとの連携 

   ※今年度より「地域若者サポートステーションしものせき」の運営を受託しており、特 

性に応じたキャリア支援・相談対応が可能 

４．選ばれるための取組 

（１）オンライン活用＋地元接続型のハイブリッド教育 

・授業の 4 分の 3 をオンラインで受講可能にし、住んでいる場所に左右されない進学モデルを実現 

・離島・県北・都市部など、地理的制約のある層を積極的に取り込む 

（２）先進性×地元密着のコース設定 

・e スポーツ、AI・ドローン活用、動画編集、SNS マーケティングなど、若者の関心を入り口に地域課題と接続 

・入学後のコース選択制・モジュール形式により、関心変化や発達段階に応じて学び直しが可能 

（３）グループ他校・他地域・卒業生との“横の連携” 
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・YIC 京都・広島女学院等との連携によるコンテンツ開発や合同授業 

・卒業生を「キャリアメンター」や「地域リーダー」として活用し、信頼性・実効性を高める 

５．地域への定着の促進 

（１）実習を「地域内フィールド」で実施 

・企業・福祉施設・観光地など地域現場と直結した教育プログラム ※卒業後の「就職先」としてのマッチング

も兼ねる 

（２）卒業後もつながる“ライフキャリア支援” 

・卒業生に対する再就職相談、スキルアップ支援（講座提供）、起業相談窓口を設置 

・地域プレイヤー（起業家・商工会議所、自治体）と連携し、就労後の社会人育成の受 

け皿として機能させる 

（３）定住支援の情報提供とネットワーク形成 

・地域内での住宅情報、子育て支援、生活相談など、「暮らし」に関する情報提供 

・卒業生・地域社会・現役学生が交差する“コミュニティ形成型学校”の実現 
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2-3 調査研究の概要 

（１）ⅰ）名称 

地域・通信制高校・専門学校・企業が連携して支援体制を構築するための調査事業 

（3 年間通じて実施） 

 

ⅱ）内容 

○実施する調査研究の全体像 

１．令和 7 年度「ニーズの把握と基盤調査」 

対象 主な調査項目 方法 

通信制高校生 進路意識／興味分野／オンライン学

習環境／進学障壁 

アンケート＋グループインタビュ

ー 

通信制高校教員 進路支援体制／ICT 連携の可能性

／外部連携ニーズ 

ヒアリング／意見交換会 

地域中小企業 求める人材像／実習受入条件／DX

活用状況 

アンケート／商工会経由の座談

会・勉強会など 

専門学校の卒業生 通信制出身者の進学・就職経験／

課題と支援ニーズ 

インタビュー／フォーカスグルー

プ 

制度調査 LMS・単位制・通信制との連携の制

度的枠組み 

文献・先進事例・関係者ヒアリン

グ 

 

２．令和８年度「評価とモデル検証調査」 

対象 主な調査項目 方法 

プログラム受講生 満足度／理解度／達成感／デジタ

ルバッジ取得状況 

アンケート＋到達度テスト 

指導教員・連携講師 指導のしやすさ／教材の改善点／

連携の課題 

定期レビュー／記録分析 

地域企業先 実習の成果／学生の印象／受け入

れの継続意向 

ヒアリング／評価シート 

通信制高校関係者 接続支援の成果／今後の連携の可

能性 

定期振り返りミーティング 

保護者・地域住民 地域活動への認知／プログラムへ

の理解度 

アンケート（公開報告会等で回

収） 



10 

 

 

３．令和９年度「評価とモデル検証調査」 

対象 主な調査項目 方法 

卒業生 地域内就職／転出理由／学びの役

立ち実感 

アンケート＋追跡インタビュー 

受入企業 就職後の定着／人材としての評価／

学校への要望 

フィードバックシート＋ヒアリング 

他地域／他専修学校 展開可能性／教育条件／導入障壁 比較事例調査・ベンチマーク分

析 

行政・自治体 制度接続（助成・人材育成施策等）に

関する可能性 

担当部署ヒアリング／協議会参

加 

 

○実施する調査研究の新規性 

本調査は、すでに国や自治体、関係機関等によって実施されている関連調査（例：高校生の進路

希望調査、ICT 環境実態調査など）を踏まえた上で、これらの既存調査では十分に明らかにされてい

ない課題を抽出し、それに対して実践的かつ制度設計に資する具体的な知見を得ることを目的とし

て実施する。 

具体的には、通信制高校に在籍する生徒の進学意向や ICT リテラシーに関する情報は、全国規

模での定量調査では一部存在するものの、地域（山口県内）における生徒個々の学習実態・生活環

境・キャリアに即した定性的な把握や支援ニーズの分析は十分ではない。 

また、既存調査では、進学後の生活やキャリア形成上の課題に対して、どのような支援策が効果

的に機能したのかという「支援の効果性」に踏み込んだ検証が乏しいのが現状である。 

さらに、学校や支援団体・企業等との連携に関する実態や課題は、制度的な連携の可能性（例：

LMS 連携、企業実習との接続）を前提としたヒアリング調査がなされていないことから、実装可能性

の検証に資するデータが不足している。 

本調査では、単なる現状把握にとどまらず、支援設計のためのエビデンス（証拠）を抽出し、地域・

通信制高校・専門学校・企業が連携して支援体制を構築する際の根拠とすることを目指している。 
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2-4 開発する教育カリキュラム・プログラム 

ⅰ）名称 

「通信高校連携型みらい LINK プログラム」（仮称） 

 県内初の AI×データサイエンスを導入したクロスオーバー型新コース開設をめざして 

 

 ⅱ）内容 

○開発準備した教育カリキュラム・プログラム 

１．基本構成 

①「地域に根ざした職業人材」を育てるための実践・柔軟・多様性を兼ね備えたカリキ 

ュラム 

②学びの入り口を広げ、継続性（定着）と出口（資格・就職）につなげる構成 

③通信制高校出身者や社会的移動に課題を抱える若者が“挑戦しやすい仕組み”に 

する 

項目 内容 

形式 オンライン×対面のハイブリッド、モジュール（短期単元）型 

柔軟性 コース選択制（マイプロジェクト方式）、ユニット受講制、入学後に学ぶ方向性

を選べる 

評価方法 デジタルバッジ・e ポートフォリオによる可視化＋資格試験 

接続性 高校・地域・卒業生との接続（キャリア教育・企業連携・伴走支援） 

 

２．３つのポリシー案 

アドミッション・ 

ポリシー 

・自分の将来や地域での仕事に関心を持ち、実践的な学びを通じて社会で活

躍したいという意欲を持つ者 

・デジタル活用や新しい分野（AI・e スポーツ・動画制作など）への好奇心を持

つ者 

・学び直しや段階的な成長に前向きに取り組もうとする姿勢のある者 

カリキュラム・ 

ポリシー 

・通信制高校出身者の状況を踏まえ、段階的・選択的な学習が可能なカリキュ

ラムとする 

・地元企業・団体との連携による体験型授業・実習を重視する 

・オンライン学習の活用により、地理的・時間的制約のある学習者にも対応 

・資格取得支援や作品制作を通じて、学びの成果が見える化される構成とする 
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ディプロマ・ 

ポリシー 

・デジタル基礎力を身につけ、ICT を活用できる職業人として地域で活躍できる 

・職業実習・地域連携授業を通じて、地元課題に関わる力を持ち、就業意識を

持てる 

・社会人基礎力・コミュニケーション力を備え、対人関係や協働ができる 

・自らのキャリアを描き、地域に根ざした進路選択ができる力を持つ 

 

 

３．現在想定する科目の詳細（案） 

科目名 区分 単位 時間数 目的・概要 学習成果 

デジタル基礎Ⅰ（IT パス

ポート対策） 【既存】 

講義+実

習 

2 30 ・IT の基本やセキュリテ

ィ、基礎知識を学ぶ 

IT パスポートレベルの

知識習得 

デジタル基礎Ⅱ（データ活

用入門） 【既存】 

講義+実

習 

2 30 ・表計算・グラフ・データ

処理などの実用スキル 

データ操作と簡単な分

析ができる 

AI リテラシー（生成 AI・G

検定対策） 【8 年度】 

講義+実

習 

2 30 ・生成 AI の活用と AI 基

礎理論を学ぶ 

G 検定基礎・AI の利活

用力の習得 

地元企業連携授業Ⅰ（IT・

福祉・観光） 

【9 年度】 

演習 3 45 ・地元の現場課題をテー

マに、課題や工夫を学ぶ 

地域産業と仕事への理

解を深める 

地元企業連携授業Ⅱ（e

スポーツ・動画制作） 

【9 年度】 

演習 3 45 ・e スポーツや動画を活

用した地域 PR 活動 

自分のスキルで地域に

貢献する体験 

オンライン学習スキル入

門 【8～9 年度】 

講義+実

習 

1 15 ・自律的な学び方や LMS

活用方法を学ぶ 

自分で学ぶ習慣と技術

を身につける 

地域実習（インターンシッ

プ） 【9 年度】 

実習 4 60 ・実際の企業・施設での

現場体験 

地元就業への理解・意

欲の向上 

キャリア形成講座（多様

型）【8 年度】 

演習 2 30 ・SST によって対人力の

基礎を培い、SGE によっ

てグループワーク「安心

して話し合える場」で自

己理解・他者理解を深め

る 

・社会で求められるスキ

ルの体験的理解 

対人力＋集団協働力

＋自己認識の深化 

 

社会人基礎力の醸成 
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４．事業内で開発・製作する学習手法（案） 

①選択学習（コース選択）（例）Web 制作／動画編集コース、医療福祉・介護入門コー 

ス、起業・地域ビジネス基礎コース 【８～９年度】 

②ユニット受講制の仕組みづくり 【８～９年度】 

③キャリア育成・伴走支援手法マニュアル（チャットボットや AI カウンセラーを活用した 

相談の仕組み含む） 【７～９年度】 

④通信制高校と接続した学習管理システム（LMS）マニュアル 

  個人情報管理ガイドも作成 【８～９年度】 
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2-5 計画の全体像 

３か年間の事業計画は以下の通り 

１．令和 7 年度事業概要 

◇事業実施体制の構築(10 月〜） 

 各３回委員会実施（ハイブリット形式） 

 ◎実施推進委員会 

 ◎プログラム開発委員会 

 ◎調査・連携委員会 

 ＊事務局にて調整して運営 

 

◇「調査研究・連携体制」 

・通信制高校生・教員、中小企業、卒業生、地域団体へのニーズ調査 

 （アンケート・インタビュー） 

・オンライン学習環境／ICT リテラシーの実態調査 

・通信制・単位制など制度的な活用可能性に関する制度調査 

・通信制高校との協定締結 

・連携モデル構築- 地域企業 

・団体との連携テーマ協議- LMS 整備 

・教職員研修 

 

◇「プログラム開発・作成」 

・プログラム案の設計 

 （専門学校現行教育との接続） 

・実証教材試作 

 （AI 基礎・e スポーツ・実習テーマ等） 

・試行的実証実施（プレ授業・体験版）＋通信制高校との接続実験 

・キャリア形成・伴走支援マニュアル（AI 相談含む）案 

 

〇調査報告書の作成・印刷  

○成果・実績報告書の作成 

〇ホームページの作成 

  （ポータルサイト新規作成含む 
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２．令和８年度事業概要 

◇事業実施体制の構築(6 月〜） 

  各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

  ◎実施推進委員会 

  ◎プログラム開発委員会 

  ◎調査・連携委員会 

  ＊事務局にて調整して運営 

 

◇「調査研究・連携体制」 

・令和 7 年度調査結果を踏まえた対象拡大調査 

  （他地域・他校・保護者など） 

・初年度プログラムの評価 

  （満足度・効果測定） 

・地域企業と実習先への調査 

・企業連携課題テーマで正式連携（MOU 等） 

・卒業生メンター制度試行 

・通信制高校との接続型プログラム共有 

  （LMS 接続実装） 

・地域企業への関わり方研修 

  

◇「プログラム開発・作成」 

・「みらい LINK プログラム（仮）」実証 

・企業連携導入授業の実施 

  （ドローン・動画編集・地域 PR など） 

・デジタル資格（IT パス、G 検定等）の取得支援制度の運用 

・キャリア形成・伴走支援マニュアル（AI 相談含む）施行 

 

〇トータルキャリア教育の仕組みづくり 

〇シラバス・教材の作成   

○成果・実績報告書の作成 

〇ホームページの作成 

  （ポータルサイト新規作成含む） 

 

３．令和９年度事業概要 



16 

 

◇事業実施体制の構築(6 月〜） 

  各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

  ◎実施推進委員会 

  ◎プログラム開発委員会 

  ◎調査・連携委員会 

  ＊事務局にて調整して運営 

 

◇「調査研究・連携体制」 

・長期的成果の追跡調査 

  （卒業後の地域定着・就職率） 

・全国への展開可能性に関するケース分析 

・グループ校（YIC 京都など）へのプログラム展開 

・自治体や商工団体と連携した「若者定着教育モデル」の制度化提案 

・ガイドラインの整備（学生への関わり方含む） 

 

◇「プログラム開発・作成」 

・「みらい LINK プログラム（仮）」本格スタート 1 年目 

・柔軟な選択制モデルの構築 

・地域定着型連携プログラムの完成 

・成果発表会開催 

・外部公開講座（地域イベント／フォーラム等） 

 

〇キャリア支援・伴走支援マニュアル（AI 相談含む）作成 

〇シラバス・教材の作成 

○成果・実績報告書の作成 

〇ホームページの作成 

  （ポータルサイト新規作成含む） 

 

４．地域制を考慮した他機関・団体との連携（案） 

 ①通信制高校 

項目 具体的連携内容 

出前授業・キャリア授業 専門学校教員が通信制高校に出向き、e スポーツ、動画編集・AI 活

用などの体験型授業を実施することで。進学意欲を喚起。また、通信
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制高校の生徒が専門学校に出向き、専門的な設備や環境を活用した

実習や授業に参加することで、より具体的な進路意識の醸成を図る。 

LMS の共有・進捗支援 専門学校の LMS を連携校に限定提供し、進捗・課題管理・フィードバ

ックを高校教員と共同で行う。 

オンライン個別相談 キャリア形成アドバイザー（仮）が高校生向けに月 1 回の進路相談・

体験講座説明会などを実施。チャットボットや AI カウンセラーを活用

した相談の施行。 

学校接続型企業連携 通信制高校生×専門学校生での合同プロジェクト（例：地元イベント

の企画・運営など）を実施し、進学前から学びに接続。 

 

 ②地域企業 

項目 具体的連携内容 

実習テーマ提供 地元企業が「実際の課題」（例：人手不足、集客、IT 化）を提示。学生

が企画・提案し、企業にプレゼンする「実践型授業」を実施。 

実習・インターン受入 福祉施設・IT 事業者・観光業者等が実習先となり、単位化された就業

体験を受け入れる。 

地域企業や団体への

研修やガイドラインの

整備 

YIC 学院より、この層の学生に対する関わり方や特徴に対する理解の

研修を実施。またガイドラインを整備し提供する。 

地元就職促進のマッチ

ング 

卒業後、連携企業が優先採用枠や奨学金返還支援制度を提供し、地

域定着につなげる。 

 

 ③行政・関連団体 

項目 具体的連携内容 

中小企業支援施策との

接続 

地方自治体や商工会議所と連携し、企業側にも“学生受け入れのメリ

ット”があるよう補助制度を活用（例：インターン助成等） 

DX 推進パスポート・生

成 AI バッジの認定支援 

資格団体と連携し、資格取得後に「地域 DX 人材」として可視化 

モデル展開支援 初年度の調査研究や広域モデル展開を行政と連携して実施。将来的

な制度化にも対応。 

 

 ④YIC グループ内・卒業生 

項目 具体的連携内容 
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プログラムの共同開発 YIC 京都等と共同で e スポーツ・AI・観光などのコンテンツ教材や動

画授業を共同制作。 

合同イベント開催 山口・京都の両拠点で e スポーツ大会、成果発表会、オンライン座談

会などを実施。学生交流の機会を創出。 

講師人材・外部連携の

相互活用 

外部講師や企業協力などを両校でシェアして教育資源を効率化。 

進学者情報・卒業生ネ

ットワークの連動 

京都・山口両校の卒業生をつなぎ、メンターネットワーク・進路フォロ

ー体制を構築。 

卒業生メンター制度 地域で働く卒業生（福祉・IT・起業等）を在校生の相談役・伴走者とし

て位置付け、月 1 面談／イベント協力などを実施。 

地域活動・イベントの共

催 

卒業生が関わる地域事業（祭り、商品開発、動画制作など）に学生が

協力し、実践参加の機会を得る。 
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第３章 今年度の具体的活動内容 

3-1 今年度実施の概要 

 事業計画書を基本に、実施推進委員会等における委員からの意見に基づき、今年度の計画を進めていっ

た。なお、調査結果および委員会による委員からの助言により、プログラム開発内容の検討を平行して進めて

いき、委託事業後の知見となるように、運用記録も行った。令和７年度は、「各種調査事業とカリキュラム開発

のタタキ案作成」を行うことが出来た。 

3-2 設置・実施した委員会 

１）実施推進委員会 3 回 

第 1 回 令和 6 年 10 月 31 日（金） 10 時 30 分～12 時 00 分 

第 2 回 令和 6 年 12 月 22 日（月） 14 時 00 分～16 時 00 分 

第 3 回 令和 7 年 2 月 20 日（金） 14 時 00 分～16 時 00 分 

２）プログラム開発委員会 3 回 

第 1 回 令和 6 年 10 月 29 日（水） 10 時 30 分～12 時 00 分 

第 2 回 令和 6 年 12 月 9 日（火） 10 時 30 分～12 時 00 分 

第 3 回 令和 7 年 2 月 18 日（水） 10 時 30 分～12 時 00 分 

３）調査・連携委員会 3 回 

第 1 回 令和 6 年 10 月 16 日（金） 10 時 30 分～12 時 00 分 

第 2 回 令和 6 年 12 月 15 日（金） 10 時 30 分～12 時 00 分 

第 3 回 令和 7 年 2 月 16 日（月） 14 時 00 分～15 時 30 分 
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3-3 実施した調査 

（１）通信制高校生徒調査・通信制高校教職員調査 ※報告書後述 資料１ 

調 査 名 

① 

通信制高校生徒調査・通信制高校教職員調査 

調 査 目 的 社会的自立に向けて、通信制高校生がどのようなスキルや準備が不足していると

感じているかを把握し、教育プログラムに必要なキャリア支援やソーシャルスキル

育成要素を盛り込むための基礎情報とする。 

また、教職員向けは、進路支援の実態や課題、ICT 連携の可能性を把握し、連携

設計の前提条件を整理する。 

調 査 対 象 通信制高校に在籍する生徒（333 名）・教職員（公立 1 校、私立２校、各校 2 名程

度） 

調 査 手 法 オンラインアンケート＋個別インタビュー 

調 査 項 目 ・生徒：進学意向／進学の障壁（経済・心理・情報）／関心領域（e スポーツ・動画編

集等）／ICT 環境／学習習慣・時間／社会に出る上で必要だと思う力（複数選択）と

自己評価／ 

・教職員：進路支援の体制と課題／外部機関連携の実績とニーズ／LMS 等 ICT 連

携の実施状況と課題 

分 析 内 容 

（ 集 計 項 目 ） 

・生徒：属性別（学年、居住地等）クロス集計／因子分析による進路希望への影響

要素抽出等 

・教職員：課題別／校種・設置主体別／連携可能性レベル別に分類・整理 

調 査 結 果 【1】進学・就職における心理的・経済的障壁と情報アクセスの改善  

通信制高校を選択した理由を尋ねると高校卒業資格の取得だけでなく「自分の

ペースで学びたい」「登校回数の少なさ」「自分のライフスタイルに合う」などが多くの

理由としてあがっており通信制高校の特徴を好意的にとらえる回答があった、中に

は「全日制での学びが困難」「体調・健康上の理由」の回答も見受けられた。生徒は

スマートフォンを授業等でも用いており、通信での日々の学習方法は自宅参考書で

の学習に週末に行われるスクークーリンングが多くもちいられていた。生徒側への

端末貸与や通信費補助はなく、通信制高校として一律配布の対象外であった経緯

もあり、ICT 活用の前提となる学習環境は必ずしも整っていないようである。  

アンケート調査で進路について問うと、多くの生徒が専門学校等への 

進学に意欲を示す一方で、「授業についていけるか」という学習面（55 名が「とても

そう思う」）や「友人関係に馴染めるか」という心理面（41 名が「とてもそう思う」）で
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の不安を強く抱いている実態が浮き彫りとなった。また、入学金や授業料などの経

済的な不安も顕著であり、奨学金情報の不足や手続きの複雑さを課題視する声も

挙がっている。  

教職員へのヒアリングでも、日常的に登校しない生徒への伴走支援には限界が

あり、特に「情報の受け取り」に個人差が生じていることが指摘されている。これらの

障壁を解消するためには、単なる情報提供に留まらず、入学前から心理的なハード

ルを下げるカウンセリングや、個々の経済状況に配慮したきめ細やかな進路相談

体制の構築が不可欠と考える。  

【2】デジタルリテラシーの格差解消と ICT を活用した実践的学びの提 

供  

高校生の関心事として、「動画編集（81 名）」や「生成 AI の活用（70 名）」、「イラス

ト・ゲーム制作（93 名）」など、デジタルコンテンツへの非常に高い興味が示されてい

る。しかし、現状の ICT 環境は「スマートフォン（209 名）」の利用が主流であり、ノー

トパソコンを学校で利用している生徒はわずか 10 名に留まっている。  

この結果、「IT 知識・PC スキル」を社会で必要な能力だと感じている生徒（161

名）に対し、自分にそのスキルがあると自信を持っている生徒（92 名）の間には「69

ポイント」もの大きな認識の差（ギャップ）が生じている。教職員側からも、生徒が PC

操作に習熟していない現状や、学校側の機材更新費用の負担、運用人員の不足と

いった構造的な課題が報告されている。本事業が目指す「AI×データサイエンス」

の導入は、こうした生徒の潜在的な興味を、単なる消費活動（スマホ利用）から専門

的な職業スキル（PC 活用）へと昇華させるための極めて重要な架け橋になると考え

る。  

【3】地域産業の持続可能性を支える“育成・伴走・定着”の連携モデ 

ル  

現在、通信制高校と外部機関の連携はハローワーク等の一部に限定されてお

り、地域企業や専門学校との体系的な連携授業や職業体験は十分に提供できてい

ないのが現状である。その背景には、土日を中心とする通信制高校のスクーリング

日程と外部機関の稼働日との不一致や、校外学習における通信制高校生の移動

費用の負担といった構造的な課題がある。 

一方、生徒からは「地域の様々な人との交流」や「職場体験」を求める声が寄せら

れており、教職員も「興味・関心のある分野での体験機会の提供が、生徒の学習意

欲や進路意識の向上につながる」と認識している。本事業を通じて、専修学校がハ

ブとなり、通信制高校の柔軟なプログラム設計と地域産業のニーズを繋ぐ「一体型
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支援体制」を構築するとは、若年層の県内進学・就職を促進し、地域産業における

人材確保と活性化を実現するための鍵になると考えられる。 

 

開 発 す る 

カリキュラム・

プ ロ グ ラ ム 

にどのように反

映 す る か 

（ 活 用 手 法 ） 

・教育プログラムにおける関心領域（生成 AI など）や ICT 環境を考慮したカリキュラ

ム構成に活用する。 

・LMS 情報やキャリア支援等における協働領域の明確化、段階的な連携スキーム

の設計に反映する。 

 

（２）通信制出身専修学校生調査 ※報告書後述 資料２ 

調 査 名 

② 

通信制出身専修学校生調査 

調 査 目 的 通信制高校出身の在校生・卒業生が専門学校へ進学した経路や課題、支援の有

効性を把握し、学生支援体制の設計に活用する。 

調 査 対 象 通信制高校出身の在校生（8 名）および卒業生（1 名） 

調 査 手 法 オンライン（事前）アンケート＋個別インタビュー 

調 査 項 目 進学の動機・経路／困難だった点（学力・経済・心理）／支援で効果的だったこと 

分 析 内 容 

（ 集 計 項 目 ） 

時系列・進学ルート別に分析／支援項目ごとの有効性整理 

調 査 結 果 事前アンケートおよびインタビューの結果を基に、専門学校入学前から在学中に

当事者が感じた困難とその要因を明らかにした。  

入学前の段階は環境変化に対する不安からすべての面で困難が強く表れてい

る。中でも学習面では、入学前には調査対象全員が何らかの学力不安を抱えてお

り、特に「国語・数学などの基礎学力」に対する不安（67％）と最も高かった。心理面

においては、入学時には、対象者の 80％近くが新しい環境への適応に不安を感じ

ており、入学前から継続する心理的困難がみられる。 

特に対人関係不安については、40％の対象者が「難しさを感じた経験がある」と

回答しており、在学初期における大きな課題で困難度合が高い傾向がみられる。経

済面については家庭の状況による影響で、困難の程度には個人差がある。  
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入学後、授業が始まり専門的な学びにふれることで、学習面の困難が徐々に軽

減されていく。また、経済面は多くの場合、入学前の段階である程度解消されてい

ることが多い。在学中に最も困難が大きく、長く続くのは心理面である。特に入学後

から学校生活に慣れるまでに強く表れ、その後も在学中の短時間では解消されるも

のではないことが明らかになった。 

開 発 す る 

カリキュラム・

プ ロ グ ラ ム 

にどのように反

映 す る か 

（ 活 用 手 法 ） 

入学前後の支援内容（心理的支援・生活支援・学習支援等）強化の設計に反映す

る。 

 

（３）地元中小企業調査 ※報告書後述 資料３ 

調 査 名 

③ 

地元中小企業調査 

調 査 目 的 地域企業が求める人材像、教育連携の意向、就職支援のニーズを把握し、実践教

育プログラム構成に活かす。 

調 査 対 象 地元中小企業（61 社） 

調 査 手 法 アンケート調査 

調 査 項 目 求めるスキル・マインド／PBL や実習受け入れへの考え／就職後の育成・定着支

援の期待 

分 析 内 容 

（ 集 計 項 目 ） 

業種別傾向／人材ニーズとスキルギャップのマトリクス化 

調 査 結 果 回答企業の多くが、新規事業の拡大よりも、既存事業基盤の強化と内部経営資

源の最適化を重視している状況が読み取れる。特に「人材育成・専門スキル再構

築・リスキリング」が上位に位置している点は、人材不足を背景に、人材の確保に加

えて既存人材の育成・再教育を経営課題として捉えている企業が多いことを示して

いる。  

◆人材確保・採用に関する実態  

人材が不足している職種としては、専門性を要する技術職現場人材や、収益に

直結する営業人材の不足が顕著であった。 採用において企業が重視する要素
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は、専門知識や高度な技能よりも、「誠実さ・素直さ」「チームワーク」「コミュニケーシ

ョン能力」といった基礎的なポータブルスキルであることが明らかとなった。 専門学

校出身者については、多くの企業が採用実績を有し、今後の受入にも前向きな姿

勢を示している。一方、通信制高校出身者については、採用実績の少なさから評価

や育成方法に戸惑いを感じている企業が一定数存在するものの、受入自体に否定

的な企業は少ない。通信制高校出身者の基礎能力やポータブルスキルを整理・可

視化し、企業と連携したキャリア形成支援の仕組みを構築することが求められる。  

◆キャリア形成支援への関心  

専修学校との連携・協業についてインターンシップ・職場体験等の受入意向につ

いては、約７割の企業が、何らかの形での協力可能性を示している。一方で、「条件

付き」が多数を占めていることから、指導体制の確保や業務負荷、受入期間など

が、取組導入に際しての主な課題となっていることが読み取れる。今後は、専修学

校側が企業の負担軽減を意識した「低負荷型の企業実習」としてスモールステップ

で連携できる受入設計や支援体制を提示することが重要と思われる。  

◆従業員の定着率と離職要因  

 新卒・中途採用者の定着率については約９割の企業が自社の定着率を「平均

以上」と認識している。若手社員の離職要因として最も多かったのは「入社後の仕

事とのギャップ」であり、次いで「給与が安い」、「人間関係構築」が続いた。採用段

階での丁寧な説明と、入社後の継続的なフォローアップ体制の重要性を示唆してい

る。  

◆DX 活用とデジタル人材確保の実態  

約５割の企業がＤＸが進んでいると前向きな回答をしている。地域中小企業にお

いても、DX への意識は高まりつつあることが示された。 クラウドサービス、Web 会

議システム、電子契約といった、業務効率化やペーパーレス化に直結するツールは

約７割前後の企業で導入が進んでいる。一方で、RPA や AI 関連ツールについて

は、「全く使っていない」とする回答が多く、特に AI 関連ツールでは 8 割以上の企業

が未導入であった。「予算の確保」や「人手不足」といったリソース面の制約が、推

進上の大きな課題となっている。デジタルツールの導入は進みつつあるものの、AI

や RPA などの高度な技術活用は限定的であり、「デジタル人材の不足」や「体系的

な育成体制の未整備」が DX 推進の障壁となっている。また、外部教育機関との連

携が十分に進んでいないことも、地域全体でのデジタル化を進める上での課題の

一つである 
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開 発 す る 

カリキュラム・

プ ロ グ ラ ム 

にどのように反

映 す る か 

（ 活 用 手 法 ） 

企業連携授業・インターン内容の設計／キャリア支援プログラムへ企業視点を導入

する。 

 

（４）オンライン学習環境／ICT リテラシー実態調査（通信制高校） ※報告書後述  資料４ 

調 査 名 

④ 

オンライン学習環境／ICT リテラシー実態調査（通信制高校） 

調 査 目 的 通信制高校におけるオンライン学習環境の整備状況や ICT リテラシーの実態を把

握する。 

調 査 対 象 通信制高校 3 校 

２０２５年１１月１９日（金）：聖和高等学校  

２０２５年１１月２５日（火）：誠英高等学校、山口松風館高等学校 

調 査 手 法 ヒアリングシートを用いた対面方式の個別ヒアリング 

調 査 項 目 オンライン学習の導入状況、ICT 機器の整備状況、学習管理シ 

ステム（LMS）の利用状況、教職員・生徒の ICT リテラシー、オンライン支援の課題

と可能性等 

調 査 結 果 3 校とも通信制生徒は「GIGA スクール構想」などの端末配布対象外であったた

め、学校から生徒への端末貸与が行われていない。これがオンライン学習やデジタ

ルの活用を進める上での最大の物理的障壁となっている。  

生徒はスマートフォンの操作には慣れているが、レポートのデジタル作成、ファイ

ルの添付、タイピングといった PC 特有のスキルには大きな個人差があり、不慣れ

な生徒も多い。 ICT 環境を維持・管理するための予算（初期費用・メンテナンス費）

や、システムを使いこなすための教職員側の人的リソースの確保が、さらなる活用

拡大を阻む要因となっているとおもわれる。  

ヒアリング調査から明らかになった「1 人 1 台端末の不在」「IT スキルリテラシー

格差」「人的・コスト的限界」といった課題は、専門学校へのスムーズな移行を阻む

大きな障壁となっている。これらの課題を解決し、地域に選ばれる専修学校となる

ためには、以下の方針に基づくカリキュラム構築が必要である。 
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開 発 す る 

カリキュラム・

プ ロ グ ラ ム 

にどのように反

映 す る か 

（ 活 用 手 法 ） 

出前授業、LMS 連携開発・設計の参考資料とする。 

 

（５）LMS・単位制・通信制等に関する制度的枠組みに関する文献調査 ※報告書後述  資料５ 

調 査 名 

⑤ 

LMS・単位制・通信制等に関する制度的枠組みに関する文献調査 

調 査 目 的 LMS（ラーニングマネジメントシステム）、単位制、通信制高校・専門学校の連携に

関する制度的枠組みを調査し、今後の教育プログラム設計に資するための制度的

条件・論点・活用可能な仕組みを明らかにする 

調 査 対 象 LMS 活用に関する制度、単位制と単位互換に関する法的整理、通信制との制度的

連携、及びこれらの教育現場での実践事例を含む 

調 査 手 法 WEB 上での文献・事例収集を中心とし、関連する報告書・省庁発行資料・制度ガイ

ドライン等を含む。 

調 査 結 果 教育機関には、テクノロジーの進展や学習者の多様化に対応した柔軟かつ質の

高い教育プログラムの提供が強く求められている。特に、デジタルトランスフォーメ

ーション（DX）の波は教育分野にも及び、LMS（ラーニングマネジメントシステム）を

活用した教育の効率化・高度化や、単位制・通信制の仕組みを最大限に利用した

多様な学習機会の提供が求められている。  

【実施した調査】 

①教育システム基盤（LMS）を活用したサポート体制の項目に関する調査   

LMS が学習評価や進捗管理を担うシステムとして機能するために、現行法規（学

校教育法、各種設置基準など）が定める要件や、文部科学省等から示されているガ

イドライン（遠隔授業に関する規定など）がどのように適用されるのかを詳細に調

査。  

②単位制・カリキュラムに関する制度設計調査   

専門学校および高等教育機関における単位認定の枠組み、特に単位互換制度

や既修得単位の認定に関する法的根拠と運用事例の調査。 ③通信制教育との制

度的連携の可能性と実践事例  
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現状 通信制高校や大学との教育連携において、どのような制度的要件（教員、

施設、授業時間など）が求められるのか、また、どのような教育実践事例が存在し、

既存の教育プログラムにどのように応用可能か調査。 

開 発 す る 

カリキュラム・

プ ロ グ ラ ム 

にどのように反

映 す る か 

（ 活 用 手 法 ） 

LMS 連携開発・設計の参考資料とする。 

 

※なお、事業計画書に記載の「地域支援機関調査」は地域団体との調整後、3 月 19 日（木）の地域団体

が集まる山口地域職業能力開発促進協議会にてヒアリングを実施する予定である。 

 

 

3-4 開発に際して検討した実証講座の内容  

１．カリキュラム案の設計 

 ①実施内容 

  ・既存の情報系・DX 系カリキュラムの棚卸しと再構成を委員会・教務部門で検討 

（項目：IT パスポート対応科目、ドローン、SNS 活用等） 

  ・通信制高校卒業生に多い課題（学力差・継続力）に対応したモジュール式／選択制の 

導入を委員会・教務部門で検討 

  ・「入学後コース選択型」など可変性のある構造を組み込む 

（例：探究 → 専門選択 → 実践）施策を委員会・教務部門で検討 

 ②会議・調査結果を踏まえ次年度に向けて目指すもの 

・カリキュラムマップ（2 年制／1 年コース対応） 

・年間時間割設計案（75%オンライン構成） 

・各科目シラバス（AI、企業連携、ゲーミフィケーションの有効活用など）  ※後述検討資料 資料６ 
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２．実証教材試作（AI 基礎） 

 ①実施内容 

  ・調査結果を踏まえて、下記の教材設計・試作を行った。 

   ① デジタル基礎：通信制高校生のスマホ活用のセキュリティ対応教材  ※後述添付 資料７ 

 ②調査結果を踏まえ次年度めざすもの 

・教材試作（AI リテラシー、デジタル基礎、各分野 2～3 本ずつ） 

・YouTube 限定公開の授業動画（15 分×3 本構成） 

 ③概要（8 年度の実証へ展開） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．実証実施（プレ授業・体験版）＋通信制高校との接続実験 

 ①実施内容 

  ・模擬授業／出前授業については調査結果を踏まえた教材開発が 2 月となったため、 

その準備と内容の精査、実施計画を実施した。 

（令和 8 年度山口県松風館高等学校にて実施） 

  ・令和 8 年度に通信制高校と YIC の間で仮想 LMS クラスを設置し、双方向課題配信・ 

提出・フィードバックを試行、高校生・教員双方に対しフィードバックアンケート・インタビ 

ューを実施 

 

 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

通信制高校生、入学希望者 

期 間 

（日数・コマ数） 

令和 8 年度（約 3～4 か月間） 

実 施 手 法 教材共同制作（動画、スライド、演習課題等） 

想 定 さ れ る 

受 講 者 数 

教材制作者、講師、支援者 約 5～10 名 
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 ②令和 8 年度までに目指すもの 

・授業動画＋フィードバック結果検証・LMS 実証記録（操作性・課題回収率など）・接続 

モデル案作成 

 ③概要（令和 8 年度実施） 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

山口県立山口松風館高校の生徒（予定） 

期 間 

（日数・コマ数） 

約 2 日間（4 コマ程度） 

実 施 手 法 出前授業またはオンライン授業（LMS 併用）・デジタル分野体験授業・キャリア講

座・個別相談 

想 定 さ れ る 

受 講 者 数 

20 名程度 

 

 

４．キャリア形成・伴走支援マニュアル（案）   

 ①マニュアル内容の精査・計画作成を実施 

・【入学前】：通信制高校等への出張キャリア相談（対面・オンライン）、LMS 連携による 

キャリア基礎教育（e ラーニング）導入 

・【在学中】：マイプロジェクト形式のキャリア設計支援、週次または月次面談による進捗 

管理、AI カウンセラー試験運用 

・【卒業後】：U ターン相談・編入・起業・就職支援を含む「卒業生ネットワーク」構築と連携 

スキーム設計 

・チャットボットや生成 AI を活用した「非対面型相談支援体制」の構成案づくり 

（例：AI チャットキャリア Q&A） 

 ②成果物 

・キャリア支援マニュアル第 1 版（全 65 ページ）完成        ※後述添付 資料８ 

：入学前／在学中／卒業後をカバーする一貫モデル 

：AI カウンセラー導入の試行報告書・設計案含む 
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3-5 開発した教育カリキュラム・プログラム／調査研究結果の検証 

１．調査結果の検証（令和 7 年度は調査結果の検証のみ） 

 ・調査結果の検証については、分科会である「調査・連携委員会」（委員 12 名、地元企業、行政（県・教育

庁）所属にて、①調査（アンケート・インタビュー）の内容検討②各種実施調査速報の分析③各種調査結果

最終版の検討・分析を行った。その後実施推進委員会にて承認を得た。全ての委員より高評価を得ること

が出来た。 

 ・この調査結果を令和 8 年度のプログラム開発（①入学前キャリア教育（通信制高校接続実証）②デジタル

リテラシー基礎科目実証③キャリア形成講座（SST・SGE 等）実証等）へ反映させる。また、8 年度の検証体

制は下記の通りとする。 

 

２．検証の体制と実施内容（2 方向からの評価を実施する） 

①受講者（学生）からの評価 

・目的：学習者自身の実感・満足度・理解度・達成度などを可視化し、プログラムの質を改善する 

    ・実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 内容 

受講後アンケート（講座ご

と） 

講座終了時にオンライン（Google フォーム等）で満足

度・難易度・改善要望などを回収 

LMS 上での定期フィードバ

ック 

単元ごとに 1 分で答えられる「ミニふり返り」を設定し、

負担を軽く持続可能に 

中間・年度末レビュー面談 指導教員・キャリア担当が学生 1 人ずつにヒアリング

（フォーマット化）し、到達度と悩みを把握 

サンプル追跡調査 卒業後 1 年後の「活用度／定着度／現場での役立ち

実感」などを卒業生アンケートで確認（長期評価） 
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②企業・業界団体等からの評価 

・目的：学習者自身の実感・満足度・理解度・達成度などを可視化し、プログラムの質を改善する 

・実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記により、双方向からのフィードバックが可能な体制を構築する。 

3-6 ホームページの作成他 

（１）ホームページ URL 

下記のとおりホームページを作成した。 

ＵＲＬ：http://yic-hsc.com/ 

（２）ページ構成 

トップページ 

「地域中小企業と連携による IT担当者育成・採用促進モデル開発と普及推進事業」 

メニュー：事業概要／実施体制／カリキュラム／学科紹介／お知らせ／関連資料 

 

事業概要 

事業の背景・目的 

事業の計画・スケジュール 

 

実施体制 

項目 内容 

講座評価シート 実習受入先企業・講座監修者に「内容の業界適合度」

「即戦力レベル」「改善点」などを定量評価してもらう 

地元企業連携成果物レビ

ュー会 

地元企業・団体に向けて学生がプレゼン → その場で

評価・助言 → フィードバックを教育側に反映 

業界別ヒアリング 年 1 回程度、福祉・IT・観光等の分野ごとに企業訪問ヒ

アリングを実施し、学習成果と現場ニーズのズレを共

有 

外部講師によるカリキュラ

ムレビュー 

定期的に非常勤・産業界出身講師に内容チェックとコメ

ントを依頼（外部性の確保） 
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実施体制表 

 

カリキュラム 

開発するカリキュラムについて 

 

学科紹介 

新設する学科について 

 

お知らせ 

お知らせ、新着､過去の記事 

 

関連資料 

カリキュラム 

調査報告書 

実施報告書 

 

（３）周知チラシの作成 資料９ 

添付のとおり周知用のパンフレットを作成した。 
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第４章 事業終了後に実施予定の取組及び成果の活用方

針・手法 

4-1 事業終了後の取組と成果の活用方法 

１．開発した教育プログラム・調査結果の活用方法 

令和 7 年度に得られた実証結果および評価データを基に、次年度以降本格運用および横展開に向

けた活用を進める。 

YIC 情報ビジネス専門学校における既存（新規含む）コース（マイプロジェクト・ハイブリッドスタディコ

ース等）に、本事業で開発した教育プログラム（改善版）を段階的に導入する。さらに、下記のとおりの

活用を検討・実施する。 

 

〇活用先別の活用方針 

活用先 活用方法 

通信制高校 ・接続型教育モデル（出前授業・LMS 連携）の実証結果を基にした導入提

案・キャリア教育教材・進路支援動画の提供 

YIC グループ校（京

都校など） 

・実証結果を反映した教育プログラムの他分野・他校への展開・教材共用

および教職員研修での活用 

他専修学校・教育

機関（県内外） 

・改善版カリキュラム、教材、制度設計マニュアルの共有・導入希望校との

研究会・勉強会の実施 

自治体・行政機関 ・実証結果を踏まえた若者定着モデルとしての提案・教育施策・人材確保

施策の検討材料として提供 

地元企業・団体 ・実証事例・学生成果・企業評価結果の共有・連携授業・実習導入のガイド

ライン提供 

学会・外部機関 ・実証結果の研究発表・報告・「通信制高校×専修学校×地域企業」モデ

ルとして成果共有 

 

２．事業終了後のフォローアップ体制 

今年度の結果を受け令和８年度に実証結果を踏まえた改善版モデルを整理し、令和９年度の本格

実施および横展開に向けたフォローアップ体制を整備する。 

担当 役割 

YIC 学院事務局 全体統括、教育プログラム改善、外部連携窓口 

キャリア形成アドバイザー 在校生の伴走支援、進路相談、企業連携調整 
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卒業生メンターネットワーク 在校生支援、地域活動協力、就職・定着支援 

通信制高校等との継続協定 接続型キャリア教育の継続実施、教材共有 

地域企業等の受入パートナー 実習・連携授業の継続提供、共同改善会議の実施 

地域若者サポートステーション等支

援機関 

卒業後の就職支援、再キャリア相談、地域定着支援 
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第５章 令和７年度事業実施に伴う成果物 

5-１  通信制高校生徒調査・通信制高校教職員調査 資料１ 
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5-2  通信制出身専修学校生ヒアリング調査 資料２ 
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5-3  地元中小企業調査 資料３ 
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5-4  オンライン学習環境／ICT リテラシー実態調査（通信制高校） 資料４ 
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5-5  LMS・単位制・通信制等に関する制度的枠組みに関する文献調査 資料５ 
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5-6   ゲーミフィケーションの有効活用 資料６ 
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5-7  デジタル基礎：通信制高校生のスマホ活用のセキュリティ対応教材 資料７ 
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5-8  キャリア形成・伴走支援マニュアル 資料８ 

   



137 
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5-9  周知チラシ 資料９ 
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第６章 次年度以降に向けて 

6-1 次年度以降の取組 

令和 8 年度の事業実施内容・結果を踏まえ下記について、更に進展させていく。 

（１）令和 8 年度・令和 9 年度の事業予定 

①令和８年度事業概要 

◇事業実施体制の構築(6 月以降予定） 

   各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

   ◎実施推進委員会 

   ◎プログラム開発委員会 

   ◎調査・連携委員会 

   ＊事務局にて調整して運営 

◇「調査研究・連携体制」  

・実証対象学生（通信制高校生・在学生）に対する学習状況・心理状態・進路意識等の効果測定調査 

・地域企業に対する実習・連携授業の評価調査 

・通信制高校との接続支援モデルの運用検証 

・キャリア形成支援（伴走支援・AI 相談）の仮運用調査 

・通信制高校および地域企業との連携体制の運用・改善 

・教職員研修の実施 

◇「プログラム開発・作成」 

・「みらい LINK プログラム（仮）」一部シラバス・教材開発 

・「みらい LINK プログラム（仮）」一部実証 

・地域企業連携型授業・実習の実施 

・試行的実証実施（プレ授業・体験版）＋通信制高校との接続実験 

・デジタル資格（IT パスポート、G 検定等）の取得支援制度の仮運用 

・キャリア形成・伴走支援マニュアル（AI 相談含む）作成・一部運用 
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・教育プログラムおよび支援体制の改善 

○調査報告書の作成 

〇成果・実績報告書の作成 

〇ホームページの作成 

 

②令和９年度事業概要 

◇事業実施体制の構築(6 月以降予定） 

  各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

  ◎実施推進委員会 

  ◎プログラム開発委員会 

  ◎調査・連携委員会 

  ＊事務局にて調整して運営 

◇「調査研究・連携体制」 

・長期的成果の追跡調査 （卒業後の地域定着・就職率） 

・全国への展開可能性に関するケース分析 

・グループ校（YIC 京都など）へのプログラム展開 

・自治体や商工団体と連携した「若者定着教育モデル」の制度化提案 

・ガイドラインの整備（学生への関わり方含む） 

◇「プログラム開発・作成」 

・「みらい LINK プログラム（仮）」本格実証スタート 

・柔軟な選択制モデルの構築 

・実証実施（出前授業・体験版）＋通信制高校との接続実験 

・地域定着型連携プログラムの完成 

・成果発表会開催 

・外部公開講座（地域イベント／フォーラム等） 

〇キャリア支援・伴走支援マニュアル（AI 相談含む）作成 

〇シラバス・教材の完成 
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○成果・実績報告書の作成 

〇ホームページの修正・作成 

6-2 次年度に向けて 

本事業の初年度である令和７年度は、通信制高校連携型キャリア形成支援による地域密着人材育成モデル

の構築に向け、調査研究、連携体制構築、プログラム設計の基盤整備を中心に取り組んだ。 

まず、通信制高校生・教職員、通信制出身専門学校生、地域企業等を対象とした調査を実施し、進学に対す

る心理的・学習的・経済的な障壁や、ICT 環境・学習スタイルの特徴、地域企業が求める人材像など、多面的な

実態を把握することができた。特に、通信制高校生においては専門学校等への進学意欲を持つ一方で、学習へ

の不安や対人関係への懸念が強いこと、またデジタル分野への高い関心を有しながらも PC 活用等の実践的ス

キルに自信が持てない状況が明らかとなり、本事業が目指す入学前からの伴走型キャリア支援および段階的

デジタル教育の必要性を裏付ける結果となった。 

加えて、地域企業調査からは、専門スキルに加えてコミュニケーション能力や協働性といった基礎的ポータブ

ルスキルを重視する傾向や、実習・連携授業への協力意向の高さが確認され、専修学校がハブとなった地域連

携型教育モデルの実装可能性が示唆された。 

これらの調査結果を踏まえ、通信制高校、大学、企業、行政等から構成される委員会を設置し、継続的な意

見交換と検証を行ったことで、単独の教育機関では困難な多角的視点からのプログラム設計が可能となり、事

業の方向性や実装上の留意点について共通理解を形成することができた。 

プログラム開発面では、「みらい LINK プログラム（仮）」の基本構成および科目案を整理するとともに、AI 基

礎、e スポーツ、地域連携実習等の教材試作や授業設計を実施し、通信制高校との接続を意識した教育内容の

具体化を進めた。また、キャリア形成・伴走支援マニュアルの案を作成し、入学前から卒業後までを見据えた一

貫支援モデルの枠組みを提示できた点は、本年度の重要な成果である。 

一方で、今後に向けた課題として、通信制高校との LMS 連携の具体化、心理的支援や対人関係形成を目的

とした教育手法の体系化、企業連携授業の運用設計、ならびに試行実施を通じた効果検証手法の精緻化が挙

げられる。特に、本事業の対象となる非典型進学層に対しては、教育内容の提供のみならず、安心して学びに

参加できる関係性形成や伴走支援体制の質が成果に大きく影響することが想定されるため、教育・支援の両面

からの検証を進める必要がある。 

以上を踏まえ、次年度は本年度に構築した基盤をもとに、通信制高校との接続支援に加え、専門学校在学中

の柔軟なプログラム設計（オンライン学習・コース選択制の導入）、デジタルリテラシー教育、地域企業連携型授

業を一体的に実証する。特に、キャリア形成アドバイザーによる個別支援や AI カウンセラーの活用により、不安

軽減と学習継続を支える仕組みを構築し、その有効性を検証する。これにより、通信制高校から専門学校、地域
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企業へとつながる新たな『地域密着型人材育成モデル』の確立を目指す。学生・教職員・企業等の評価を反映し

た改善を行い、地域における持続可能な人材育成モデルとしての確立を目指す。 

以上 
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